
動物管理指導センター
○ 県が単独で整備する方針を見直し、他施設との合築、併設など最
適な整備・運営手法を検討する <基本構想策定>R2 → R3以降

農林技術研究所茶業研究センター
○ 老朽化のため、現計画どおり実施する
○ 圃場移転など研究棟以外の整備の一部を後年度に行う
○ 施工単価の実勢を踏まえ、施設整備費を抑制する
<研究棟>R2-4：設計R5-6：工事【R6開所】 ※ 圃場移転等は未定

温水利用研究センター沼津分場
○ 国の次期栽培漁業基本方針時点で着手、老朽箇所は修繕で対応
○ 量産実証施設は沼津分場整備に先行して整備する
<沼津分場>R2設計 →国方針判明後に着手
<量産実証施設>R2-4：設計、工事【R5開所】

遠州灘海浜公園篠原地区野球場
○ 「公園の配置計画に関する比較検討プラン原案」を見直す
○ 見直し案を作成した時点で、県民意見等を再聴取する
○ 野球場の先行整備を基本として、段階的に公園整備を行う
<基本計画策定>R2 → R3以降

県立中央図書館
○ アフターコロナに対応した「新しい図書館」としての機能を検討
○ 広くアイデア等を募り、新しい図書館の実現と県負担抑制の両立
R2：アイデアコンペ（追加）整備計画策定
R3以降：設計者公募設計、工事

県立学校等長寿命化(老朽校舎建替)
○ 校舎建替は第四次高校長期計画を前倒して検討・策定する
○ 計画策定まで、Ｒ４より新規着手棟数を年５棟から４棟に見直す
○ 仕様を見直し、コストを縮減する
第三次高校長期計画期間H30-R10 第四次高校長期計画前倒し策定

施設整備計画　6施設の見直し総点検結果

令和２年度の主な営繕工事 （進捗率：７月末現在）

＜前年度比較＞
【純資産】 △361億円
【資産】 ＋45億円
●「有形固定資産」の減少 △127億円
　 （内訳）
　　事業用資産 △64億円
　　インフラ資産 △70億円
●「基金」の増加 ＋161億円

【負債】 ＋406億円
●「地方債」の増加 ＋442億円
　 （内訳）
　　臨時財政対策債 ＋367億円
　　通常債等 ＋75億円

＜前年度比較＞
【純行政コスト】 ＋142億円
【費用】 ＋175億円
●「移転費用」の増加 ＋159億円
　 （内訳）
　　補助金等 ＋140億円

【収益】 ＋33億円
●「経常収益」の増加 ＋39億円
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資産形成に対する財源として、将来世代の負担（負債）が増加し、
現世代までの負担（純資産）が減少しています

資産形成につながらない行政サービス提供のための費用が増加し、
税収で賄うべき費用が増加しました

○増減要因
・資産は、減価償却費が新規取得費を上回ったことにより、有形固定資産が減少した
一方で、減債基金への積立てによる基金の増加などに伴い、45億円増加しました。

・負債は、臨時財政対策債等の県債の発行により地方債残高が増加したことなどに伴
い、406億円増加しました。

・負債の増加が資産の増加を上回ったことにより、純資産が361億円減少しました。
○貸借対照表の分析を踏まえた今後の財政運営
・県有施設の総量に関する目標と管理方針等を示した個別施設計画に基づき、適切な
保全を行い、施設の長寿命化や集約、複合化等による総量適正化を進めていきます。

・臨時財政対策債は資産の増加に必ずしも寄与しないため、発行が継続する場合、今
後も負債の増加と純資産の減少が見込まれることから、国に対して臨時財政対策債
の廃止を求めていきます。

○増減要因
・費用は、介護給付費負担金、子ども・子育て支援給付費負担金等の社会保障関係経
費や参議院議員選挙経費などの補助金等が増加したことに伴い、175 億円増加し
ました。

・収益は、宝くじ収益などを含むその他収益が増加したことなどに伴い、33億円増加
しました。

・費用の増加が収益の増加を上回ったことにより、純行政コストは142億円増加しま
した。
○行政コスト計算書の分析を踏まえた今後の財政運営
・社会保障関係経費が引き続き増加すると見込まれる中、県税等の収入は増収が見込
めないことから、必要な施策を優先的に実施する一方で、優先度の低い施策は大胆
に削減するなど、質・量の両面から徹底して歳出の見直しに取り組んでいきます。

（注）貸借対照表に計上される資産は県所有分のみであり、国土交通省名義の河川や農地・林道・治山施設等は市町や土地改良区に譲与されるため、計上されない
一方、これらの整備に活用した県債は負債に全て計上されています。これも資産と負債のバランスを崩し、純資産減少の構造的要因となっています。

1　令和元年度一般会計等財務諸表 2　令和元年度一般会計等財務諸表の概要①
貸借対照表では、主に県が保有している「資産」と、将来世代が負担する「負債」の状況が確認できます。

貸借対照表

庁舎・県立
学校・県営
住宅などを
計上

県道・橋り
ょう、空港
などを計上

県税や使用
料などの未
収金を計上

全職員が年
度末に退職
すると仮定
した場合に
必要となる
金額

地方債+442
・臨時財政対策債

＋367
・通常債等

+75

翌年度の期
末・勤勉手
当の内、当
年度発生分

基金
+161

退職手当引当金繰入額

（単位：億円、％）

行政コスト計算書では、主に県が行政サービスを提供するために必要な「経常費用」と、サービスの対価として
受益者が負担する使用料などの「経常収益」、またその差額に臨時損益を加えた「純行政コスト」が確認できます。

行政コスト計算書

2　令和元年度一般会計等財務諸表の概要②

経常的に必要な
費用を人にかか
るコスト、物にか
かるコスト、県債
の支払利息等

補助金や社会
保障関係経費
など、対価性の
ない支出

税収等の一般財源等で
賄われるべき金額

2　令和元年度一般会計等財務諸表の概要　④指標で見た静岡県の財務状況

県民１人当たり
資産額

歳入額対
資産比率

有形固定資産
減価償却比率

純資産比率

101万円

2.6年

70.2%

2.2%

99万円

△414百万円

25万円

5.3%

68.8%

101万円

2.6年

69.5%

3.2%

97万円

22,804百万円

24万円

5.0%

68.2%社会資本等形成の
将来世代負担比率

県民１人当たり
負債額

基礎的財政収支

県民１人当たり
純行政コスト

受益者負担比率

●県がこれまでに整備した土地・建物や、積み立てた基金、保有する現金な
どの全ての資産について、県民１人当たりではどのくらい保有しているのかを
表しています。 【算式】資産総額／住民基本台帳人口（年度末）

●県がこれまでに形成したストックとしての資産が、歳入の何年分に相当する
かを表し、県の資産形成の度合いを把握することができます。 
【算式】資産総額／歳入総額

●有形固定資産のうち、償却資産の取得額に対する減価償却累計額の割合
です。この数値が大きいと所有している資産の老朽化が進んでいることを意
味します。 【算式】減価償却累計額／有形固定資産（償却資産のみ）

●純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変
動したことを意味します。
 【算式】純資産／資産合計

●土地・建物などの公共資産を形成するために、県債など将来の負担が必
要となる負債をどの程度    活用したかを表しています。
【算式】地方債（臨時財政対策債、減税補填債、臨時財政特例債、臨時税収 
補填債、減収補填債特例分を除く）／有形・無形固定資産合計

●県債などの負債が、県民１人当たりではどのくらいなのかを表しています。 
●県債は地方公共団体が、公共資産（道路、建物等）を整備する際に、世代
間の負担の平準化等を図るために発行するものです。
【算式】負債総額／住民基本台帳人口（年度末）

●税収・税外収入と公債費を除く歳出との収支を表し、その時点で必要とされ
る政策的経費を、その時点の税収等でどれだけ賄えているかを示しています。
【算式】業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金収支を除く）

●県が資産形成に結びつかない行政サービスの提供に当たり、県民１人当た
りではどのくらいのコストが必要かを表しています。
【算式】純行政コスト／住民基本台帳人口（年度末）

●行政サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出した指標である。 
【算式】経常収益／経常費用

決算特別委員会で提出された『令和元年度一般会計財務諸表』

１　工科短期大学校《R3.2竣工》進捗率：52％
　　　清水技術専門校を短期大学校化(R3.4開校)　新築･約29億円
　　　本館　 S造3階実習棟 S造2階など計9,859㎡
　　　梶原山を借景として風車型の建物配置がランドスケープに融合
  
２　農林環境専門職大学《R3.2竣工》進捗率：27％ 
　　　農林大学校を専門職大学化
　　　[2･4年制](R2.4開学済) 新築･約13億円
　　　校舎　 S造3階など 計2,856㎡
　　　新寮S造3階 3,876㎡R2.12月着手予定
　　　キャノピーに県産木材を利用したCLT材(直交集成板)を使用
  
３　伊豆の国特別支援学校《R3.2竣工》進捗率：35％
　　　特別支援学校施設整備基本計画に基づく新設
　　　(R3.4開校)新築･約26億円
　　　校舎　 S造4階体育館 木造平屋など 計7,821㎡
　　　校舎内装に県産木材を使用体育館の木造化  

４　浜松みをつくし特別支援学校《R3.2竣工》進捗率：40％
　　　特別支援学校施設整備基本計画に基づく新設
　　　(R3.4開校)　新築等･約25億円
　　　校舎(改修)RC造5階昇降棟(新築)S造5階など計12,695㎡
　　　旧気賀高校校舎の長寿命化改修でコストダウン  

５　湖西警察署《R3.1竣工》進捗率：30％ 
　　　津波浸水域にある警察署の移転(R3.4開署)新築･約18億円
　　　庁舎　RC造4階付属棟　S造平屋など計3,539㎡
　　　吹抜けホールを木質化し開放的で暖かみのある空間を創出  

６　磐田学園《R2.12竣工》進捗率：37％
　　　施設の老朽化対策及び障害支援体制の充実(R3.4開所)
　　　新築･約15億円
　　　管理棟 S造2階居住棟 RC造2階など計3,044㎡
　　　ユニットを１軒の「家」のように設計し、家庭的な療育環境を整備 

７　社会健康医学大学院大学（R2.6着手）《R3.2竣工》進捗率：4％
　　　社会健康医学をテーマとした大学院大学の新設(R3.4部分開学)
　　　第Ⅰ期改修･約9億円本館 RC造2階など計3,756㎡
　　　第Ⅱ期改修RC造5階 6,004㎡R2.10月着手予定
　　　旧環境衛生科学研究所等の長寿命化改修を行い用途変更  
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